
専⾨家コラム

PAGE     1

不動産エコノミストが読み解くマーケット情報 BY 東急リバブル  プロパティスタ

01
TOPICS

専⾨家コラム

Vol.

PUBLICATION DATE

税の改正は毎年注⽬を集める国⺠の関⼼事です。翌年の税の改正は、毎年12⽉半ばに出される政府与

党による「税制改正⼤綱」で⾒ることができます。



(税制度の改正の流れ)

税制度の改正、あるいは特例の延⻑などは9⽉末を期限として各省庁から税制改正要望が提出され、

それを与党税制調査会が審査し、税制改正⼤綱として取りまとめます。その後、閣議審議・決定され

たものを、国会に提出して衆参両院で審議して成⽴・施⾏となります。



ここでは、政府与党が取りまとめた「税制改正⼤綱」のなかから、国⼟交通省関連の「令和6年税制

改正概要」をもとに、24年に新設・改正・延⻑される予定の不動産・建築に関連した税についてお伝

えします。（注：国会審議で変更の可能性があります。執筆時12⽉19⽇）

次のページ … 不動産市場の活性化を図るための特例処置
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吉崎 誠⼆ 

COLUMNIST PROFILE


不動産エコノミスト 
社団法⼈ 住宅・不動産総合研究所 理事⻑ 

早稲⽥⼤学⼤学院ファイナンス研究科修了。
 ⽴教⼤学⼤学院 博⼠前期課程修了。

㈱船井総合研究所上席コンサルタント、Real Estate ビジネスチーム責任者、基礎研究
チーム責任者、（株）ディーサイン取締役不動産研究所所⻑を経て現職。不動産・住宅

分野におけるデータ分析、市場予測、企業向けコンサルテーションなどを⾏うかたわ

ら、テレビ、ラジオのレギュラー番組に出演、また全国新聞社をはじめ主要メディアで

の招聘講演を毎年多数⾏う。
 
著書:「不動産サイクル理論で読み解く不動産投資のプロフェッショナル戦術」（⽇本実
業出版社」、「⼤激変 2020年の住宅・不動産市場」（朝⽇新聞出版）「消費マンショ
ンを買う⼈、資産マンションを選べる⼈」（⻘春新書）等11冊。様々な媒体に、⽉15本
の連載を執筆。
資格：宅建⼠


レギュラー出演
◇   ラジオNIKKEI「吉崎誠⼆の5時から“誠”論」（⽉〜⽔: 17時〜17時50分）
◇ 「吉崎誠⼆のウォームアップ830」（⽉: 8時30分〜ニュース解説番組）
◇   テレビ番組：BS11や⽇経CNBCなどの多数の番組に出演
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24年から新設・変更・延⻑される住宅・不動産関連の税制度



令和６年度国⼟交通省税制改正概要（主要項⽬）をみれば、改正の第⼀の柱として 

「持続的な経済成⻑の実現」を挙げています。「税制度を改正すること」で、実現 

へ向けたいと考えているということです。そのなかで、「不動産市場の活性化」が 

トップ項⽬に上がっています。その中で主要なものとして、以下の３つを紹介しま 

す。 

 

①⼟地に係る固定資産税の負担調整措置及び条例減額制度の延⻑（固定資産税等） 

⼟地に係る固定資産税について、①現⾏の負担調整措置、②市町村等が⼀定の税負 

担の引下げを可能とする条例減額制度が３年間延⻑されます。商業地および住宅⽤ 

地について、負担⽔準（＝前年度の課税標準額÷評価額）に応じて、課税標準額が 

調整されます。この減税が令和9年まで延⻑されます。 

 

②⼟地等に係る不動産取得税の特例措置の延⻑（不動産取得税） 

⼟地などに対する需要を喚起することにより、⼟地などの流動化・有効利⽤を促進 

し、経済回復を着実に進めていくため、下記①②の特例措置が３年間延⻑されま 

す。①宅地評価⼟地の取得に係る不動産取得税の課税標準の特例措置（具体的には 

1/2控除されます）。②⼟地等の取得に係る不動産取得税の税率の特例措置（特例 

として３％、本来は４％です）。

③⼯事請負契約書及び不動産譲渡契約書に係る印紙税の特例措置の延⻑（印紙税） 

⼯事請負契約書、不動産譲渡契約書に係る印紙税の特例措置が３年間延⻑されます。 

（注：不動産売買においてオンライン契約・メールなどでの契約書では、印紙税はか 

かりません。）請負契約・売買契約の⾦額において印紙税は異なりますが、20％〜 

50％減額されます。（⾦額が⼩さな契約ほど軽減率が⼤きくなります。） 

不動産市場の活性化を図るための特例処置
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第2の柱として「豊かな暮らしの実現と個性を活かした地域づくり」を掲げ、その 

なかで「住まいの質の向上・無理のない負担で住宅の確保」を促す税制について、 

10の項⽬があげられています。そのうち主要なものを解説します。 

 

①住宅ローン減税の要件については、借⼊限度額及び床⾯積要件が維持されます。 

これにより、所得税・個⼈住⺠税が減額されます。（控除率は0.7％）すでに昨年 

の税制改正で、2024年から⼀部変更が決まっていました。例えば、⻑期優良住宅 

では、23年までは借⼊限度額（住宅ローン減税対象額）は5000万円でしたが、 

24年からは4500万円になります。しかし、今回の改正で「⼦育て世代・若者夫婦 

世帯」（「19歳未満の⼦を有する世帯」⼜は「夫婦のいずれかが40歳未満の世 

帯」）については、昨年のまま5000万円分が適⽤されます。また、ZEH住宅は 

4500万円→3500万円となりますが、「⼦育て世帯・若者夫婦世帯」はそのまま 

です。 

また、床⾯積要件は50㎡以上ですが、24年中に建築確認を取得した新築物件に関 

しては40㎡以上となります。（所得制限1000万円） 

 

②住宅⽤家屋の所有権の保存登記等に係る特例措置の延⻑（登録免許税の軽減） 

住宅取得に係る負担の軽減、良質な住宅ストックの形成・流通の促進を図るため、 

住宅⽤家屋の所有権の保存登記等に係る特例措置が３年間延⻑されます。 

・所有権の保存登記について税率軽減（本来 0.4％→特例 0.15％） 

・所有権の移転登記について税率軽減（本来 ２％ →特例 0.3％） 

・抵当権の設定登記について税率軽減（本来0.4％→特例 0.1％）

③空き家の発⽣を抑制するための特例措置（3,000万円控除）の拡充・延⻑ 

空き家の発⽣の抑制を図るため、空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除について 

適⽤期間を４年間（23年から4年）延⻑するとともに、譲渡後に耐震改修⼯事⼜は 

除却する場合も適⽤対象となるよう拡充されます。 

 

以上、不動産・住宅に関することのうち注⽬されていることにしぼり解説しまし 

た。参考にしてください。 

冒頭で述べたように、このあと閣議決定、国会での審議を経て施⾏となりますが、 

政府与党が国会で過半数の議席を持っていますので、概ねこのとおりになると思わ 

れます。しかし、すべてとは限りませんので最新の情報を⼊⼿してください。

住まいの質の向上・無理のない負担での住宅の確保
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            ご留意事項

※不動産投資はリスク（不確実性）を含む商品であり、投資元本が保証されている

 ものではなく、元本を上回る損失が発⽣する可能性がございます。



※本マーケットレポート に掲載されている指標（例：利回り、賃料、不動産価格、REIT指数、⾦利など）は、

 不動産市場や⾦融市場の影響を受ける変動リスクを含むものであり、これらの変動が原因で損失が⽣じる恐れがあります。 

 投資をする際はお客様ご⾃⾝でご判断ください。当社は⼀切の責任を負いません。



※本マーケットレポートに掲載されている情報は、2024年1⽉16⽇時点公表分です。各指標は今後更新される予定があります。



※本マーケットレポートに掲載した記事の無断複製・無断転載を禁じます。
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